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－はじめに－ 
 
 松戸市では、松戸市行政リストラ市民会議の提言を踏まえ、平成７年１１月に

「松戸市行政リストラ実施計画」を策定し、施策・事務事業の再構築について取

り組んでまいりました。しかし、長引く経済活動の停滞、国等の経済対策や財政

構造改革などにより本市財政が更に厳しい状況になることが予想されたことから、

平成１２年２月に「財政改革計画（財政危機突破プラン）」を策定し、平成１４年

度まで改革の推進を進めてまいりました。 
更に、松戸市総合計画第２次実施計画を推進するため、期間内（平成１６年度

～１９年度）に予測された約２２９億円の一般財源不足を埋め、市役所の構造的

な転換を図るため、平成１５年１２月「松戸市行財政改革計画」を策定しました。 
 この行財政改革計画は、財源不足を解消するための「短期的な改革」と構造的

な転換を図るための「中・長期的な改革」の２本柱により構成されています。計

画策定後は、当面の財源不足の解消を主眼として、「短期的な改革」に集中的に取

り組んでまいりました。 
 平成１７年度は、第２次実施計画の見直し年にあたることからも、構造的な転

換を図る「中・長期的な改革」のアクションプランとして、市役所の構造的な改

革を図る「改革工程表」を平成１７年７月に策定し、本市の構造改革を進めてお

ります。 
一方、国においては、平成１６年１２月に新行革大綱を閣議決定し、これを踏

まえ「地方公共団体における行政改革の推進のための新たな指針（平成１７年３

月２９日総務省）」が示されました。 

これを受け本市では、平成１６年度から平成１９年度の行財政改革計画を基本

として、平成２１年度までの計画を一部追加し、これを「松戸市集中改革プラン」

としました。 

現在、本市では、「もの」それぞれの存在価値を 100％有効に活用するという精

神を醸成する「もったいない運動」を推進しています。この「もったいない」の

精神を十分活かしながら、行財政改革の一層の推進に取り組んでまいります。 

 

 

               平成１８年３月 

 

                      松戸市長 川井 敏久 
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－松戸市行財政改革計画と集中改革プランの全体イメージ－ 

 
 平成１５年１２月に策定した「松戸市行財政改革計画」は、平成１６年度から

１９年度における一般財源不足を解消するための「短期的な改革」と構造的な転

換を図るための「中・長期的な改革アクションプラン」で構成されています。集

中改革プランは、この計画を更に２年間延長するとともに新たに項目を追加した

計画となっています。この計画の全体イメージは、図 1のとおりです。 
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集中改革プランの計画期間である平成２１年度までに、改革に取り組む項目、

計画年度及びこれまでの取組状況等は、５頁以降に示すとおりです。 
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－中期財政計画の現状－ 

  

 第２次実施計画期間における事業費を積算し、歳入・歳出をそれぞれ算出した

ところ表 1のとおり平成１６年度から１９年度の４年間に２２９億円の歳入不足

に陥ることがわかりました。 

 

表 1 一般財源過不足額    （単位千円）

  16 年度 17 年度 18 年度 19 年度 合計 

事業費見込み（歳出） 88,043,246 88,729,815 89,193,254 90,254,114 356,220,429

収入見通し（歳入） 83,080,000 84,041,000 82,995,000 83,157,000 333,273,000

財源不足額 4,963,246 4,688,815 6,198,254 7,097,114 22,947,429

 

 

これを受け本市では松戸市行財政改革計画において、下記財源不足解消策を策

定しました。 

 

 ⑴ 事 業 の 再 構 築    （歳出）５７事業 （ 7,409,682 千円）  

                （歳入）１１事業   ( 3,763,142 千円) 

 ⑵ 総 人 件 費 の 抑 制         ２事業  ( 4,765,222 千円) 

⑶ 財政調整機能の発揮         ２事業  ( 7,009,383 千円)  

⑷ 合       計        ７２事業 （22,947,429 千円）      

 

平成１６年度以降は、サマーレビュー「予算編成前に実施する中期（３年程度）

の成果目標と計画額を設定するための事務事業見直し」を実施し、中期財政計画

を策定してまいりました。更に、平成１７年度からは、サマーレビューのツール

として「行政評価支援システム」「ＳＷＯＴ分析」を導入することにより、戦略的

な計画とすることを目指しています。なお、最新の事業費の計画額は表２のとお

りです。 

 

表 2 事業費の計画額    （単位千円）

  16 年度決算 17 年度 18 年度 19 年度 20 年度 21 年度 

18 年 2 月策定 87,928,601 86,265,148 86,073,441 87,081,385 87,036,773 87,055,185

※17 年度は、平成 17 年 12 月補正後の額 ※金額については、一般財源

 

財政状況の現状は、非常に厳しいものとなっておりますが、その要因は高齢化、

不況等の影響により扶助費（表３）が増加したことに加え、国民健康保険をはじ 
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めとする各種保険制度維持に係る経費の増加（表４）があげられ、今後もこうし

た傾向が継続していくものと予想されます。また、職員給与費（表５）のうち退

職手当については、平成１９年度から団塊の世代が退職時期を迎えます。この間

は、退職手当基金を投入し予算の平準化を図ることを予定しておりますが、それ

でも相当な財源が必要となります。しかしながら、職員数の減少と給与制度の見

直しによる相乗効果により、平成２１年度をピークに職員給与費及び退職手当は

減少していくことから、財政的にも平成２１年度までが、最も厳しい状況である

といえます。 

行財政改革計画を策定した平成１５年１２月においては、かなり厳しい財政状

況でありましたが、各種見直し等の効果が上がりはじめ、平成２１年度まで事業

計画を作成できるまでに回復してきたところであります。 

 

表３ 扶助費の推移   （単位千円）

  12 年度 13 年度 14 年度 15 年度 16 年度 

扶助費決算 11,307,768 12,595,528 14,263,751 16,489,051 18,038,069

対前年度 -1,916,084 1,287,760 1,668,223 2,225,300 1,549,018

    ※金額は、総事業費

      

表４ 国保・介護・老人保健会計への繰出し金の推移  （単位千円）

  12 年度 13 年度 14 年度 15 年度 16 年度 

国民健康保険会計 3,096,048 2,664,466 2,811,785 3,177,260 3,248,462

老人保健会計 1,565,318 1,652,139 1,661,706 1,728,618 1,743,513

介護保険会計 1,127,883 1,454,827 1,621,480 1,762,000 2,027,489

小    計 5,789,249 5,771,432 6,094,971 6,667,878 7,019,464

対前年度 1,351,074 -17,817 323,539 572,907 351,586

※金額は、総事業費 

 

表５ 職員給与費の推移と退職予定者   （単位千円）

  12 年度 13 年度 14 年度 15 年度 16 年度 

職員給与費 30,498,417 30,579,578 29,933,047 29,054,518 28,754,425

退職手当 1,897,640 1,523,553 2,418,671 3,239,041 2,015,299

退職者数(人) 84 79 94 129 82

 17 年度決見 18 年度 19 年度 20 年度 21 年度 

職員給与費 28,697,383 29,190,517 28,942,201 28,492,076 27,951,421

退職手当 2,488,554 2,763,829 3,685,470 3,778,122 4,245,719

退職者数（人）  103 114 145 151 166

※金額・人数は、病院・水道企業を除く全職員分の総事業費 
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－アクションプラン－ 

 

Ⅰ 事務事業の再編・整理・廃止・統合について  

 

１ 事務事業の再編整理について 

 平成１５年１２月に策定した「松戸市行財政改革計画（短期的な改革）」におけ

る主要７２項目の改革を推進し、平成１９年度までに下記事務事業の見直しを実

施します。  

 

 ⑴ 事業の再構築 

（歳出削減）  

№ 事業名 概要 

1 各種緊急要望等の迅速対応 実施方法（委託事業）の見直し 

2 平和事業 実施方法の見直し 

3 在職（者）の管理事業 実施方法の見直し 

4 広報まつど発行事業 広報まつどの発行・ページ数の見直し 

5 情報セキュリティー事業 実施方法（内部策定）の見直し 

6 庁内情報システム構築事業 システムの最適化による再構築 

7 放置自転車対策事業 実施方法（公共用地の活用）の見直し 

8 中小企業融資事業 実施方法（新たな支援方法の構築）の見直し 

9 共同施設設置事業 実施方法（事業規模の縮小）の見直し 

10 工場、事業場の排水に係る規制指導事業 実施方法（検査回数）の見直し 

11 塵芥焼却処理施設管理事業 実施方法（各種委託）の見直し 

12 リサイクルシステム整備事業 実施方法（各種委託）の見直し 

13 病院事業負担金・出資金事業 病院の経営努力により、繰出額を抑制する 

14 老人保健施設整備事業 整備補助金の廃止 

15 老人福祉施設整備事業 整備補助金の一部を廃止 

16 中央在宅介護支援センター事業 在宅介護支援センターネットワークの見直し 

17 難病者援護事業 実施方法（支給基準・新たな方策）の見直し 

18 身体障害者補装具給付事業 支給基準の見直し 

19 鉄道エレベータ等設置事業 実施方法（事業内容等）の見直し 

20 水辺の修景整備事業 実施方法（事業規模の縮小等）の見直し 

21 治水施設の整備 実施方法（事業規模の縮小等）の見直し 

22 消防局管理事業 実施方法（被服・研修等）の見直し 

23 消防団管理事業 実施方法（負担金）の見直し 

24 消火栓整備事業 実施方法（件数）の見直し 
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25 救急高度化対応隊員養成事業 実施方法（費用負担）の見直し 

26 教育行財政運営の効率化 必要に応じた教育資源の有効活用を図る 

27 教育運営の効率化及び社会教育施設の管理運営 実施方法（委託）の見直し 

28 社会教育施設維持管理（清掃）事業 実施方法（委託）の見直し 

29 美術文化の基盤整備事業 実施方法（回数）の見直し 

30 学童結核検診事業 実施方法（制度改正に対応）の見直し 

31 人材（職員）の管理 人事システム構築計画（実施時期）の見直し 

32 契約システム事業 計画（実施時期）の見直し 

33 八柱駅南口駅前広場歩行者快適化事業 計画（実施時期）の見直し 

34 交通バリアフリー推進事業 計画（実施時期）の見直し 

35 松戸市基準点測量整備事業 計画（実施時期）の見直し 

36 市街地再開発推進事業 計画（実施時期）の見直し 

37 市営住宅維持管理事業 計画（実施時期）の見直し 

38 狭隘道路拡幅整備事業 計画（実施時期）の見直し 

39 矢切地区斜面緑地保全事業 計画（実施時期）の見直し 

40 街区公園整備事業 計画（実施時期）の見直し 

41 地域公園整備事業 計画（実施時期）の見直し 

42 道路維持管理事業（改修・舗装） 計画（実施時期）の見直し 

43 都市計画道路（新設・拡幅）事業 計画（実施時期）の見直し 

44 水辺拠点の整備・連絡事業 計画（実施時期）の見直し 

45 河川浄化施設の設置事業 計画（実施時期）の見直し 

46 河川用水の導水 計画（実施時期）の見直し 

47 消防車両等の整備 計画（実施時期）の見直し 

48 指令管制システム管理事業 計画（実施時期）の見直し 

49 学校大規模耐震事業 計画（実施時期）の見直し 

50 市民センター（浴室）事業 新たな活用方策の検討 

51 総務企画本部 本部内各事業の見直し 

52 財務本部 本部内各事業の見直し 

53 市民環境本部 本部内各事業の見直し 

54 健康福祉本部 本部内各事業の見直し 

55 都市整備本部 本部内各事業の見直し 

56 消防局 本部内各事業の見直し 

57 生涯学習本部 本部内各事業の見直し 
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（歳入の向上） 

№ 事業名 概要 

58 公共施設使用料の減免の見直し 実施方法を含め基準の見直し 

59 市税徴収事業 収納強化策の実現による収納率の向上 

60 国民健康保険料収納事業 収納強化策の実現による収納率の向上 

61 保育料見直し事業 保育料負担基準の見直し 

62 保育料収納事業 収納強化策の実現による収納率の向上 

63 下水道使用料収納事業 収納強化策の実現による収納率の向上 

64 職員住宅（廃止）の売却   

65 公共施設跡地（４箇所）の売却   

66 未利用財産（１１箇所）の売却   

67 現場事務所など移転（４箇所）に伴う売却   

68 雨水幹線残地（６箇所）の売却   

 

 ⑵ 総人件費の抑制 

№ 事業名 概要 

69 人件費の見直し 各種手当の見直し 

70 事業の合理化 各種事業の委託化等 

 

 ⑶ 財政調整機能の発揮 

№ 事業名 概要 

71 基金の活用 財政調整基金等の活用 

72 予算編成による全体調整 各年度の予算編成時において調整を図る 

 

これらの事業については、平成２０年度以降についても引続き１９年度までの

削減効果、増収効果を維持していくことを基本としております。 

更に、平成２０年度以降についても、本市の行財政改革計画の「中・長期的な

改革アクションプラン」を基本に、時代の変化に伴い複雑・多様化する住民ニー

ズに柔軟に対応するため、当初の目的を達成した事務事業の廃止・縮小・統合な

どの見直しを行い、限られた資源をより必要性の高い事業へシフトしていく「選

択と集中」による事務事業の整理・合理化を戦略的に進めてまいります。 

 なお、平成１８年度においては、補助金の見直しを実施いたします。 
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２ 事務事業の再編整理の方策について 

 

⑴ 基本的な考え方 
 松戸市行財政改革推進会議において、毎年度、全事務事業の将来３年間の成

果目標とコストを設定する事務事業見直しを実施し、その結果に基づき、予算

編成等の資源配分を行います。 
また、次期実施計画においては、SWOT 分析による戦略計画手法を活用し、
「選択と集中」を明らかとした戦略的な計画の策定を目指します。 

 
⑵ SWOT分析や行政評価支援システムの活用 
サマーレビューにおいては、SWOT分析や行政評価支援システムを活用して、
事務事業の見直しを推進します。 

 
① SWOT分析 
各政策ごとにミッション（使命）を確認したうえで、外部環境分析により

把握した市民ニーズの増減に応じて、本市の強み、弱みを活用した戦略を立

案し、トップダウンでの見直しを図ります。 
 
② 行政評価支援システム 
全ての事務事業において、各課が、定量分析や定性分析を実施することに

より、ボトムアップでの見直しを図ります。 
 
③ その他 
上記に加え、政策審議プロセスの強化や庁内分権などの内部組織改革など

行政内部におけるマネージメントの改革とともに、市民との協働や市場メカ

ニズムの活用など外部マネージメント改革にも取り組みます。 
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Ⅱ 民間委託の推進 

 
本市においては、これまでも各種業務の委託化、民営化については、積極的に

推進を図ってまいりました。今後も、市民サービス水準の向上と業務の効率化を

目指して、民間委託、民営化、ＰＦI 及び指定管理者制度等の積極的な活用によ
り民間活力導入の推進に努めます。 
 
⑴ 平成１６年度末時点における主な委託実施済項目 

 
・一般ごみ収集業務 
・し尿収集業務 
・庁舎清掃・夜間警備業務 
・学校給食調理業務 
・広報紙編集業務 
・郵便（文書集配）業務 
・庁舎案内・電話交換業務 
・公用車運転業務 
・職員厚生業務 
・北山会館（斎場）業務 

 
⑵ 平成１７年度以降に委託実施及び予定の項目 

 
・公立保育所運営委託 
・小学校給食調理業務 他 

  
その他総務管理部門系における各種事務及び使用料・手数料等の徴収、収納事

務についても委託化を検討するとともに、市民センターをはじめ各種施設の管理

については指定管理者制度の積極的な導入を予定しています。   
 
⑶ 指定管理者制度の活用 
① 平成１７年度制度導入施設 

・古ヶ崎デイサービスセンター 

 

② 平成１８年度制度導入予定施設 

・市民センター（１７箇所） 

・勤労会館 

・小金原体育館ほか２体育館 

・自転車駐車場（５４箇所） 
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・生きがい福祉センター 

・青年館（３箇所） 

・文化会館 

・市民劇場 

 

 ③ 平成１９年度以降 

地方自治法改正の趣旨に則り、また、行財政改革の推進を図るため、次の

３つの観点から十分に検討し、指定管理者制度を積極的に導入します。 

 

ア 施設の設置目的に照らして、運営の公平性・安定性を確保できるか 

イ 市民満足度の向上を図れるか 

ウ コスト削減など効率化が図れるか 

 

Ⅲ 定員管理の適正化  

 
職員定数の管理については、行政環境の変化に即した適正配置に努めるととも

に、事務事業の見直しにより業務の委託化・民営化を積極的に推進し、非常勤職

員・臨時職員・退職後の再任用職員等の多様な人員の活用を行うことにより職員

定数を削減し総人件費の抑制を図ります。 
現在、「松戸市行財政改革計画」の推進により一般・特別会計において平成１６

年度から１９年度までの４年間で職員定数を２３０名削減するとともに、平成１

９年度までに対平成１０年度比で約１０％の定数削減を行います。 

なお、現計画終了後の平成２０年度以降についても、これらの取り組みを徹底

して進め、平成２２年までに対平成１７年４月比で２７５名、８．３９％の職員

定数の削減に努めます。 

 

 [職員定数の削減状況] 

                            （各年４月１日現在） 

実           績 目    標 
区   分 

10 年 11 年 12 年 13 年 14 年 15 年 16 年 17 年 18 年 19 年 20 年 21 年 22 年

一般・特別

会   計 
3,515 3,508 3,468 3,442 3,395 3,375 3,329 3,277 3,209 3,145 3,101 3,056 3,002 

削減数   -7 -40 -26 -47 -20 -46 -52 -68 -64 -44 -45 -54 

          削減数計 -513 

※ここに提示した人数については、病院企業・水道企業を除く全職員を示し、病院企業・水道企業につい

ては、Ⅶ公営企業関係に記載しております。 
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Ⅳ 手当の総点検をはじめとする給与の適正化 

 

１ 給与の適正化   

 本市における給与制度の状況については、高齢層職員の昇給停止、退職時の特

別昇給の廃止・退職手当の支給率の引下げ、通勤手当・住居手当の見直し、調整

手当の引下げの実施等、随時給与の適正化に向け見直しを図ってまいりました。 
 今後については、平成１７年人事院勧告に基づく国家公務員の制度改正に準じ、

地域手当の導入等の給与構造の改革を推進します。 
 
２ 特殊勤務手当 

 特殊勤務手当については、業務内容及び職務の困難性の変化に伴い、支給開始

当初の支給要件に照らし当該手当の支給が制度の趣旨に合致しているか否か、随

時点検し見直しを実施しています。平成１５年度及び１６年度については、重点

的に特殊勤務手当の廃止及び支給対象業務の見直しを図り、平成１４年度に３０

種類であった特殊勤務手当を平成１７年度は２２種類に改めました。 
 今後についても、継続的に業務内容及び職務の困難性についての点検、見直し

を実施し、適正な支給に努めます。 
 

３ 定員・給与の公表 

定員・給与等については、平成１６年度までは、その公表を「給与の公表」と

して広報紙に掲載していましたが、平成１７年度より地方公務員法の改正に伴い

「松戸市人事行政の運営等の状況の公表に関する条例」を制定したことから、こ

の公表に含めて広報紙及びホームページに掲載しました。また、広報紙の紙面の

都合上掲載できない内容についても「地方公共団体における職員給与等の公表に

ついて」という総務事務次官通知の様式に準拠してホームページに掲載していま

す。 
 
４ 福利厚生事業 
 福利厚生事業については、その創設以来、組合員の相互扶助と福利の増進を目

的とした事業を展開し、平成１５年度より既存事業の抜本的な見直しを実施しま

した。今後も、社会情勢等を充分考慮し、更には、市民の理解が得られる適正な

事業の見直しを図ります。 
 
５ 人材育成の推進 
 自治体を取り巻く環境の変化に対応し、高品質な行政運営を実現するための人

材戦略を実現するために、「松戸市人材育成基本指針」を平成１５年４月に策定し、

現在各領域で力を最大限に発揮できる人材を計画的に育成します。 
 また、今後の人事行政の改革に合わせて、全般的な見直しを図ります。 
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Ⅴ 外郭団体の見直し  

 
１ 既存法人の見直し 
本市における外郭団体は、効率性や機動性などのメリットを生かし市と一体的

な事業の展開、市の補完的役割を果たしていることから、その運営は市の行財政

全般にも大きな影響を持つものであります。 
 社会経済情勢が大きく変化し、市の行財政を取り巻く環境が一段と厳しさをま

す中で、外郭団体については、その団体の存在趣旨を問い直すとともに、情勢の

変化に応じた団体運営の効率化、活性化、経営基盤の強化等を図るため、当該団

体の今後のあり方について見直しを図ります。 
  
○松戸市の主な外郭団体 
           

・財団法人 松戸市生きがい福祉事業団 

・財団法人 おはなしキャラバン 

・財団法人 松戸市文化振興財団 

・財団法人 松戸みどりと花の基金 

・財団法人 松戸市国際交流協会 

・財団法人 松戸市都市整備公社 

・財団法人 松戸市施設管理公社 

・松戸市土地開発公社 

 

２ 今後の見直し 
 
 ⑴ 外郭団体見直し方針の策定（平成１８年度） 
・統廃合及び整理等の見直しに関する全体的な指針・計画等の策定 

  
⑵ 個別団体ごとの見直し案の策定（平成１８年度） 
・監査、点検評価および情報公開体制の指針、計画及び目標等の策定 
・役職員数及び給与の見直し等に関する計画の策定 
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Ⅵ 経費節減等の財政効果 

  

１ 歳入関係 

 ⑴ 市税等の徴収対策 

  市税等の収納強化策による収納率の向上を重点施策として位置付けており、

平成１６年度には収納課内に特別整理担当室を設置し不動産公売等の強化を図

り、平成１７年度には自動電話催告システムの導入を図りました。加えて、平

成１８年度については、国民健康保険料の収納率向上に向け保険課内に滞納整

理を重点的に行う担当室を設置いたします。 

市税の収納率については、平成１２年度 87.23％から平成１６年度 89.01％へ

回復傾向を示してはおりますが、今後も収納強化策を引続き実施していくとと

もに、収納環境の整備や納入者の利便性の向上を図ることが、市税等の一般財

源を積極的に確保するとの観点から、あらたな収納方策としてコンビニ収納、

電子収納の実現に向け検討します。 

 

⑵ 使用料・手数料の見直し 

  市内１７箇所の市民センターをはじめ文化施設等を、市民のコミュニティ活

動の場の核として提供しており、社会教育団体、福祉団体等が利用する場合、

５割から７割の減免を認めていましたが、平成１７年度より３割減免に変更し

ました。また、使用料・手数料全体については、住民負担の公平確保の観点か

ら適宜所要の見直しを図ります。     

 

⑶ 未利用財産の売り払い等 

  本市が所有し、売却を予定している公有資産については、社会情勢・本市の

財政状況を考慮しつつ売却を推進します。さらには、公有財産の管理の適正化

を図るため、平成１８年度より管財課内に担当室を設置します。 

 

⑷ 財政効果 

  平成１６年度から１９年度における財政効果は下記のとおりです。なお、下

記のうち「市税等の徴収対策」及び「使用料・手数料の見直し」については、

平成２０年度以降もその効果が継続するものと試算しております。 

 

・市税等の徴収対策          1,741,200 千円 

・使用料・手数料の見直し        391,975 千円 

・未利用財産の売り払い等        1,629,967 千円 
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２ 歳出関係 

⑴ 事業の再構築 

先に示したとおり、事務事業については、平成１９年度までに５７事業の見

直しを実施し、その効果として平成１６年度から１９年度の４年間で７４億円

を見込んでおります。 
   

 ⑵ 総人件費の抑制  

人件費については、各業務における民間委託の推進及び新規採用の抑制等に

より平成１６年度から１９年度の４年間で２３０名の定数を削減し、さらに各

種手当の見直しにより４年間で約４７億６千万円の効果を見込んでおります。  

   

⑶ 財政効果 

平成１６年度から１９年度における財政効果は下記のとおりです。 

 

・事業の再構築            7,409,682 千円 

・総人件費の抑制           4,765,222 千円 

 

 

上記効果は基本的に継続するものであり、平成２０年度以降についても毎年

度約３５億円の削減効果があります。加えて、集中改革プランで示した各種計

画を実施することによりその額は更に増加するものと予想されます。 

  松戸市行財政改革計画を策定した平成１５年１２月においては、危機的な財

政状況が予想されたことから、財政調整基金の取崩しについて平成１６年度

２０億５千万円、１７年度２億５千万円を予定しておりましたが、事業の実施

段階において、徹底的に節約を図った結果、現在取崩しせずに済んでいること

からも、改革の成果が見えはじめています。今後は、これらの効果を継続し、

本市を「継続可能な自治体」にするため行政改革・財政改革の両面から見直し

を進めてまいります。   
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Ⅶ 公営企業関係 

 

１ 水道事業 

本市水道事業は、給水区域内の普及率がほぼ 100％となっており、現在は施設

更新及び維持管理の時期を迎えています。一方、社会経済情勢の変化や生活様式

の多様化により水需要は低迷し、将来の経営見通しは非常に厳しいものがありま

す。 
このような状況を踏まえ、さらなる機構改革や経費節減策を進め、経営基盤を

強化するとともに経営の安定化を図ります。 
 
（経営改革の推進） 

⑴ 平成１６年度までの主な実績 
・料金徴収業務の委託化（平成９年度） 
・浄水場運転管理委託の見直し（平成１４年度競争入札導入） 

 
⑵ 平成１７年度から２１年度までの取組予定  
・料金徴収委託の委託内容の見直し 
・浄水場運転管理に係る委託化の推進 
ア 小金浄水場の完全委託化（平成１９年度） 
イ 小金・常盤平両浄水場の運転を一元的に管理し、委託化 

 
（定員管理・給与の適正化） 

⑴ 定員管理の適正化 
 
・平成１０年度    定数 ２９名 
・平成１６年度    定数 ２９名 
 ・平成１７年度    定数 ２７名（対１０年度２名削減） 
 ・平成２２年度目標  定数 ２２名（対１０年度７名削減） 
                 
削減方法については、市長部局との異動及び退職により調整するため市全体

の定数管理の状況により若干の変更が生じる場合があります。 
 
⑵ 給与の適正化 
 ① 平成１６年度までの主な実績 
給与制度全体については、市全体の見直しに合わせ実施し、水道事業独自の

特殊勤務手当のうち漏水修理手当、運転手当を廃止（平成１６年度）しました。  
 

 ② 平成１７年度から２１年度までの取組予定 
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給与制度全体については、市全体の見直し状況に合わせて進めていきます。 
 また、水道事業独自の特殊勤務手当（水道業務手当）についても速やかに廃

止します。 
・宿日直手当及び調整額制度の廃止（平成１７年度） 

 
⑶ 定員管理・給与の適正化の公表 
松戸市人事行政の運営等の状況の公表に関する条例により公表しています。今

後も、市長部局と連携を図りつつ適切に公表していきます。 
 
（経費節減の財政効果） 

⑴ 平成１６年度までの主な実績 
 ・水道料金の改定 
 ・料金収入の確保（収納率向上） 
  ア 口座振替の推進 
  イ 適切な給水停止の実施 
  ウ コンビニ収納の開始（平成１３年１０月） 
 ・資産の有効活用 
  ア 機構改革により空き室となった旧常盤平営業所庁舎の賃貸（平成９年度） 
  イ 場内駐車場所を職員等に賃貸（平成１６年度） 
 
⑵ 平成１７年度から２１年度までの取組予定  
 ・料金収入の確保 
ア カード決裁導入の検討 
イ 広告収入の検討 
ウ 「ペットボトル」販売の検討 

  エ 水道料金のあり方の検討 
 
 
２ 病院事業 
 本市の病院事業のうち、市立病院については施設の老朽化等が著しく最新の医

療需要の対応に限界が生じてきているため、現在、新病院の新築移転計画が進行

中であります。平成１７年度中に「新病院整備基本構想」が、また、平成１８年

度には「新病院整備基本計画」が策定される予定となっております。 
市立病院としては、当面それらの動向を見据え、病院経営の効率化、医療サー

ビスの質的向上に努め、経営基盤を強化し、安定的な病院運営を図っていく必要

があります。また、福祉医療センター東松戸病院についても、市立病院の新築移

転計画の動向を注視しつつ、地域の医療ニーズを的確に把握し保健、医療、福祉

の連携を強化し、健全な病院運営を図るよう努力してまいります。 
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 なお、具体的数値に基づくより詳細な計画については、今後策定される「新病

院整備基本計画」の中で明らかにしていきたいと考えております。 
 
（経営改革の推進） 

⑴ 平成１６年度までの主な実績 
・病院事業の事務部門の統廃合（平成１１年度） 
２部５課１４係体制から１部４課１２係体制へ 

・市立病院と東松戸病院の機能の再編成（平成１３年度） 
  市立病院：急性期対応型病院、東松戸病院：慢性期対応型病院 
・バリュー分析委員会の設置（平成１３年度） 
 ・民間委託の拡大 
  中央材料室滅菌業務（平成１３年度） 
・地域医療連携担当室の設置（平成１４年度） 
・医療安全推進担当室の設置（平成１６年度） 
・日本医療機能評価機構の認定取得（平成１６年度） 
 ・東松戸病院病床数の削減（平成１６年度） 
   ２００床から１９８床へ 
 
⑵ 平成１７年度から２１年度までの取組予定  
・電子カルテシステムの導入（平成１７年度） 
 ・医療情報システムの充実（平成１８年度以降） 
・医療安全体制機能の充実（平成１８年度） 
・民間委託の推進 
  ア 患者搬送業務（平成１７年度） 
 イ 看護補助業務 

・小児医療センターの病棟再編（平成１８年度） 

・東松戸病院「カイゼン委員会」の設置（平成１７年度） 
 
（定員管理・給与の適正化） 

⑴ 定員管理の適正化 
 
・平成１０年度  定数９７７名 
・平成１６年度  定数９３９名（対１０年度３８名削減） 
 ・平成１７年度  定数９３６名（対１０年度４１名削減） 
  
平成１８年度以降の定数配置については、平成１８年度に「新病院整備基本

計画」が策定予定であることから、その基本計画との整合性を図り決定してい

きます。 
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⑵ 給与の適正化 
 ① 平成１６年度までの主な実績 
給与制度全体については、市全体の見直しに合わせ実施しました。病院事業

独自の取組みとしては、特殊勤務手当の全体的な見直し、調整額支給の是正に

向けた検討等を行っており、これまでに特殊勤務手当のうち年末年始勤務手当

の改善を図りました。 
 
② 平成１７年度から２１年度までの取組予定 
給与制度全体については、市全体の見直し状況に合わせて進めていきます。

また、病院事業独自の特殊勤務手当の縮減と調整額の見直しを継続して実施し

ていきます。 
・特殊勤務手当の縮減（平成１８年度） 
ア 医務手当・・・・・・・・支給率の縮減 
イ 医療事務手当・・・・・・廃止 
ウ 助産師・看護師手当等・・支給方法の変更 
・調整額の廃止、縮減（平成１８年度以降） 

 
⑶ 定員管理・給与の適正化の公表 
松戸市人事行政の運営等の状況の公表に関する条例により公表しています。今

後も、市長部局と連携を図りつつ適切に公表していきます。 
 
（経費節減の財政効果） 

⑴ 平成１６年度までの主な実績 
・未収金の徴収対策 
ア 郵便振替による徴収の実施 

  イ 電話・督促状の発送等による納入依頼 
  ウ 分納による徴収 
  エ 臨戸徴収による収納 
・バリュー分析委員会による経費の見直し（平成１３年度） 
・各種料金の見直し 
ア 院内保育料（平成１２年度～１４年度） 
イ 医師住宅使用料（平成１２年度） 
ウ 看護学校授業料等（平成１６年度） 
・新たな施設基準の取得 
ア 急性期加算（平成１３年度） 
イ 小児入院管理料Ⅰ（平成１５年度） 
・その他収益確保へ向けた取組み 
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  駐車場の有料化（平成１３年度） 
 
⑵ 平成１７年度から２１年度までの取組予定 
・未収金徴収対策の強化 
  小額訴訟裁判制度の活用を検討 

・未利用財産の売払い 

  レントゲン車駐車場用地の売払い 

・東松戸病院「カイゼン委員会」による経費の見直し 

 

 
３ 下水道事業 
本市の下水道普及率は平成１６年度末現在 74.3％であり、引続き流域下水道計

画との整合を図りながら整備を進めています。 
今後は、更なる経費縮減対策や水洗化促進など経営の健全化に努めます。 

 
（経営改革の推進） 
⑴ 平成１６年度までの主な実績 
・小山ポンプ場の管理業務委託  
・新松戸終末処理場の管理業務委託 
⑵ 平成１７年度から２１年度までの取組予定  
・常盤平終末処理場の管理業務委託の実施 

 
（定員管理・給与の適正化） 
⑴ 定員管理の適正化 

 
・平成１０年度   定数１０７名 
・平成１６年度   定数 ８１名（対１０年度２６名削減） 
 ・平成１７年度   定数 ６９名（対１０年度３８名削減） 
 ・平成２２年度目標 定数 ５８名（対１０年度４９名削減） 

 
削減方法については、市全体の定数管理の状況により若干の変更が生じる場合

があります。 
 
⑵ 給与の適正化 
 下水道事業については、特別会計であり一般職の給与制度が適用となるため、

独自の見直し案はありません。 
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⑶ 定員管理・給与の適正化の公表 
松戸市人事行政の運営等の状況の公表に関する条例により公表しています。 

 
（経費節減の財政効果） 
⑴ 平成１６年度までの主な実績 
 ・下水道使用料のコンビニ収納委託 
 ・下水道使用料の改定  
 ・水洗化促進の強化   
 
⑵ 平成１７年度から２１年度までの取組予定  
 ・受益者負担金のコンビニ収納委託 
 ・下水道使用料の改定  
 ・水洗化促進の強化   
 
 
４ 市場事業 
本市の公設市場は、南北両市場ともに民間業者が建設・設置した施設の一部を

松戸市が借上げ、当該施設を卸売業者及び仲卸業者に使用させる、という他の公

設市場では見られない特異な形態で開設しています。また、市が施設所有者に支

払う借上料と卸売業者等が市に支払う使用料は同額としていることから、人件費

を始めとする運営管理等に要する経費は全て一般会計からの繰入によらなければ

ならない構造となっています。 
市場の運営について、平成１５年７月に市場運営審議会から、消費者ニーズや

物流構造の変化など、卸売市場を取り巻く環境が著しく変貌していることから、

「５年を目途に公設市場を民営化することが望ましい。」との意見具申がなされ

ています。市はこれを尊重し、民営化を図るため調査・研究を行うとともに、市

場関係者へ説明等を現在実施しています。 

また、平成１６年度の卸売市場法の改正に伴い、卸売市場の整理・統合による

再編の方向性が国から示されるとともに、近隣市場の新市場整備計画が本市公設

市場に大きな影響を与えています。 
こうした、公設市場を取り巻く環境の大きな変化に注視しながら生鮮食料の安

定供給に資するという公設市場の使命を効果的・効率的に達成できるよう取組ん

でまいります。 
 
（経営改革の推進） 
⑴ 平成１６年度までの主な実績 
・維持、管理関係補助金の削減  
・施設整備関係補助金の削減 
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（定員管理・給与の適正化） 
⑴ 定員管理の適正化 

 
・平成１０年度   定数 １３名 
・平成１５年度   定数  ９名（対１０年度 ４名削減） 
・平成１７年度   定数  ７名（対１０年度 ６名削減） 

 
 平成１８年度以降につきましては、市全体の定数管理に基づき適正な定数配置

に努めます。 
 
⑵ 給与の適正化 
 市場事業については、特別会計であり一般職の給与制度が適用となるため、独

自の見直し案はありません。 
 
⑶ 定員管理・給与の適正化の公表 
松戸市人事行政の運営等の状況の公表に関する条例により公表しています。 

 
 
５ 駐車場事業 
 駐車場事業の対象施設は松戸駅西口地下駐車場のみであります。本駐車場は地

下２階の施設で、各階とも２層の機械式駐車場として昭和６０年より稼動しまし

たが、駐車スペースが狭く駐車しづらいことに加え、３ナンバー車など、車幅が

ある車が駐車できないことから、駐車場使用料収入が年々減少するとともに、駐

車を誘導するための誘導員に多額の経費がかかり経営収支が非常に厳しい状況に

あったため自走式駐車場の導入等抜本的な経営改善を図ってまいりました。 
 
（経営改革の推進） 
⑴ 平成１６年度までの主な実績 
 ・主要な業務委託を競争入札へ切替え（平成１３年度） 
 ・３ナンバー車等対応の自走式駐車場に改修（平成１４年度） 
・３ナンバー車の利用開始（平成１４年度） 

 
⑵ 平成１７年度から２１年度までの取組予定  
 ・継続した委託方法の見直し（順次競争入札へ切替え） 
 ・駐車場収入の改善及び利用者の利便性の向上 
  「駐車場情報システムの高度化に関する実証実験」の実施 
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（定員管理・給与の適正化） 
 本事業における現場の管理業務については、委託となっておりますので職員は

配置しておりません。 
 
（経費節減の財政効果） 
⑴ 平成１６年度までの主な実績 
自走式駐車場の改修に伴い駐車誘導員が不要となったことに伴い施設運営委託

料が減額になる等、維持管理費の大幅な削減を図りました。 
 
⑵ 平成１７年度から２１年度までの取組予定  
 施設建設に伴う公債費の償還は、平成１７年度末で完了となり平成１８年度以

降については、４,５００万円の黒字が見込まれることから、この黒字分を施設老
朽化に伴う計画改修費及び一般会計への繰出金として使用いたします。 
 
 
６ 電気事業 
 本事業は、和名ヶ谷クリーンセンターにおけるごみ焼却の過程において、発生

する余剰電力を売却する事業であることから、電気事業独自での改革計画を提示

することはできませんが、ごみ処理事業の側面から経費削減に努めます。 
 
 
Ⅷ 市役所の構造的な改革 
 分権型社会システムへの転換が求められる今日、本市においては、少子高齢化

時代の到来、市民ニーズの高度化・多様化など社会経済情勢に一層適切に対応す

ることが求められております。従来型の組織にとらわれることなく、政策目的に

基づき、効果的かつ効率的に事務・事業を処理し得る組織、意思形成過程を迅速

化するためのフラットな組織とするため、別紙「中・長期的な改革アクションプ

ラン」に示された改革工程表に基づき、松戸市役所の構造的な改革を図ってまい

ります。 
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